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（様式第１号別紙）　貸付希望農用地一覧
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（記載上の注意事項）

　　　　納税猶予（贈与）：贈与税の納税猶予の適用を受けている場合は、〇を記入したうえで、下段（　　）内に納税猶予の適用を受けた年月日を記入して下さい。

　　　　納税猶予（相続）：相続税の納税猶予の適用を受けている場合は、〇を記入したうえで、下段（　　）内に納税猶予の適用を受けた年月日を記入して下さい。

　　　　経営移譲：農業者年金受給のため後継者や第三者に経営移譲した農地に該当する場合は、〇を記入して下さい。

注５）「基盤整備」欄は、該当する区分に〇を記入して下さい。

注１）「氏名」は、土地所有者名を記載して下さい。なお、共有名義等の場合は、代表名義人等名を記載して下さい。

注２）「住所」欄は、現住所（市町村に届出された現住所）を記載して下さい。

注３）「貸付期間」は概ね１０年間以上を基本に記載して下さい。

注４）権利関係について該当がある場合は、以下により記入して下さい。

　　　　使用収益権：使用収益権の権利設定がある場合、〇を記入したうえで、下段(　）内に権利の内容（賃借権、使用貸借権、営小作権等）を記入して下さい。

　　　　担保権：担保権が設定されている場合、〇を記入したうえで、下段（　）内に権利の内容（質権、抵当権）を記入して下さい

（権利関係等に関する注意事項）

注１）共有名義の場合は、共有名義を有する者の２分の１を超える同意が必要となります。（借受けを決定する場合には、農用地利用集積計画各筆明細書で同意の押印を
      頂きます）

注６）経営移譲した農地がある場合は、農業者年金受給継続のためには、農業委員会で所定の手続きを行う必要があることにご留意願います。

注５）平成２１年１２月１４日以前の相続等により納税猶予（相続）納税猶予の適用を受けている農地を機構へ貸付けした場合、猶予税額の免除要件が「相続人による２０年
      の間の営農継続」から「相続人が死亡した場合（終身の農地利用）」に変更されますので留意願います。

注４）贈与税の納税猶予の適用がある場合は、機構へ農地貸付けを行った後も納税猶予の継続適用を受けるためには、納税猶予の適用を受けた後、機構へ農地貸付け
      を行うまでに１０年（６５歳未満の場合は２０年）以上の営農期間が必要となります。（なお機構へ貸付後２ヶ月以内に税務署へ届出することが必要）

注３）担保権（質権、抵当権）が設定されている場合は、原則借受けはできませんが、抵当権の場合は、借受希望者の了解が得られた場合は、借受けする場合があります。

注２）使用収益権（賃借権、使用貸借権）の設定がある場合で、契約期間満了前に機構への貸付けを希望する場合は、農業委員会へ提出する合意解約通知書の写しの
      提出が必要です。


